
               

 

改正後 現行 

第１ 総論 

１ 予防接種台帳 

市町村長（特別区の長を含む。以下同じ。）は、

予防接種法（昭和 23 年法律第 68 号。以下「法」

という。）第５条第１項の規定による予防接種

（以下「定期接種」という。）の対象者について、

あらかじめ住民基本台帳その他の法令に基づく

適法な居住の事実を証する資料等に基づき様式

第一の予防接種台帳を参考に作成し、予防接種

法施行令（昭和 23 年政令第 197 号。以下「政令」

という。）第６条の２や文書管理規程等に従い、

少なくとも５年間は適正に管理・保存すること。 

また、予防接種台帳を、未接種者の把握や市町村

（特別区を含む。以下同じ。）間での情報連携等

に有効活用するため、電子的な管理を行うこと

が望ましい。 

２～６（略） 

７（１）ア（略） 

イ ヒトパピローマウイルス感染症の定期接種

については、積極的勧奨の差控えにより接種

機会を逃した方に対して、公平な接種機会を

確保する観点から、時限的に、従来の定期接種

の対象年齢を超えて接種（以下「キャッチアッ

プ接種」という。）を実施するため、「ＨＰＶワ

クチンのキャッチアップ接種について」（令和

４年３月 18 日健健発 0318 第３号厚生労働省

健康局健康課長通知）を参考に計画を策定す

ること。 

ウ 接種医療機関において、予防接種の対象者

が他の患者から感染を受けることのないよ

う、十分配慮すること。 

エ 予防接種の判断を行うに際して注意を要す

る者（(ア)から(ク)までに掲げる者をいう。以

第１ 総論 

１ 予防接種台帳 

市町村長（特別区の長を含む。以下同じ。）は、

予防接種法（昭和 23年法律第 68 号。以下「法」

という。）第５条第１項の規定による予防接種

（以下「定期接種」という。）の対象者について、

あらかじめ住民基本台帳その他の法令に基づく

適法な居住の事実を証する資料等に基づき様式

第一の予防接種台帳を参考に作成し、予防接種

法施行令（昭和 23年政令第 197 号。以下「政令」

という。）第６条の２や文書管理規程等に従い、

少なくとも５年間は適正に管理・保存すること。 

また、予防接種台帳を、未接種者の把握や市町村

間での情報連携等に有効活用するため、電子的

な管理を行うことが望ましい。 

 

２～６（略） 

７（１）ア（略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 接種医療機関において、予防接種の対象者

が他の患者から感染を受けることのないよ

う、十分配慮すること。 

ウ 予防接種の判断を行うに際して注意を要す

る者（(ア)から(ク)までに掲げる者をいう。以

定期接種実施要領 新旧対照表 

 

別 紙 



下同じ。）について、接種を行うことができる

か否か疑義がある場合は、慎重な判断を行う

ため、予防接種に関する相談に応じ、専門性の

高い医療機関を紹介する等、一般的な対処方

法等について、あらかじめ決定しておくこと。 

（ア）～（ク）（略） 

（２）～（３）（略） 

 

８ 対象者の確認 

（中略） 

（１）「子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進事業

の実施について」（平成 22 年 11 月 26 日厚生

労働省健康局長、医薬食品局長連名通知）に基

づき過去に一部接種した回数や、任意接種と

して過去に一部接種した回数については、既

に接種した回数分の定期接種を受けたものと

してみなすこと。 

（２）（略） 

 

９ 予診票 

（１）乳幼児や主に小学生が接種対象となって

いる定期接種（ジフテリア、百日せき、破傷風、

急性灰白髄炎、麻しん、風しん、日本脳炎、結核、

Ｈｉｂ感染症、小児の肺炎球菌感染症又は水痘）

については様式第二予防接種予診票（乳幼児・小

学生対象）を、ヒトパピローマウイルス感染症の

定期接種のうち、接種を受ける者に保護者が同

伴する場合及び接種を受ける者が満 16 歳以上

の場合については様式第三ヒトパピローマウイ

ルス感染症予防接種予診票（保護者が同伴する

場合、受ける人が満 16 歳以上の場合）を、満 16

歳未満の接種を受ける者に保護者が同伴しない

場合については様式第四ヒトパピローマウイル

ス感染症予防接種予診票（保護者が同伴しない

場合）を、インフルエンザの定期接種については

様式第五インフルエンザ予防接種予診票を、高

下同じ。）について、接種を行うことができる

か否か疑義がある場合は、慎重な判断を行う

ため、予防接種に関する相談に応じ、専門性の

高い医療機関を紹介する等、一般的な対処方

法等について、あらかじめ決定しておくこと。 

（ア）～（ク）（略） 

（２）～（３）（略） 

 

８ 対象者の確認 

（中略） 

（１）「子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進事業

の実施について」（平成 22 年 11 月 26 日厚生

労働省健康局長、医薬食品局長連名通知）に基

づき過去に一部接種した回数については、既

に接種した回数分の定期接種を受けたものと

してみなすこと。 

 

（２）（略） 

 

９ 予診票 

（１）乳幼児や主に小学生が接種対象となって

いる定期接種（ジフテリア、百日せき、破傷風、

急性灰白髄炎、麻しん、風しん、日本脳炎、結核、

Ｈｉｂ感染症、小児の肺炎球菌感染症又は水痘）

については様式第二予防接種予診票（乳幼児・小

学生対象）を、ヒトパピローマウイルス感染症の

定期接種のうち、接種を受ける者に保護者が同

伴する場合及び接種を受ける者が既婚者の場合

については様式第三ヒトパピローマウイルス感

染症予防接種予診票（保護者が同伴する場合、受

ける人が既婚の場合）を、接種を受ける者に保護

者が同伴しない場合については様式第四ヒトパ

ピローマウイルス感染症予防接種予診票（保護

者が同伴しない場合）を、インフルエンザの定期

接種については様式第五インフルエンザ予防接

種予診票を、高齢者の肺炎球菌感染症の定期接



齢者の肺炎球菌感染症の定期接種については様

式第六高齢者用肺炎球菌ワクチン予防接種予診

票を、Ｂ型肝炎の定期接種については、様式第八

Ｂ型肝炎予防接種予診票を、風しんの第５期の

定期接種については、様式第九風しんの第５期

の予防接種予診票を、ロタウイルス感染症の定

期接種については様式第十ロタウイルス感染症

予防接種予診票を、それぞれ参考にして予診票

を作成すること。 

なお、満 16歳以上であって未成年である者に

対するヒトパピローマウイルス感染症の定期接

種（キャッチアップ接種を含む。）及び日本脳炎

の定期接種については、各市町村の判断で、本人

の同意の他、保護者に対して接種の意向を確認

することは差し支えない。この場合であっても、

満 16歳以上の者は保護者の同意は必要無く、予

防接種を受けるかどうかについて満 16 歳以上

の者が自ら判断できることから、保護者の意向

により判断することなく、本人の同意の有無に

よって接種の実施を判断するよう留意するこ

と。ただし、仮に予診票の自署欄に保護者の自署

が記載されていた場合であっても、本人が接種

を受けることを同意していることについて明示

的に確認できる場合には、自署欄の修正は不要

である。 

なお、予診票については、予防接種の種類によ

り異なる紙色のものを使用すること等により予

防接種の実施に際して混同を来さないよう配慮

すること。 

（２）～（３）（略） 

 

１０（１）（略） 

（２） 

（中略） 

なお、被接種者が満 16歳以上である場合は、

この限りではない。 

種については様式第六高齢者用肺炎球菌ワクチ

ン予防接種予診票を、Ｂ型肝炎の定期接種につ

いては、様式第八Ｂ型肝炎予防接種予診票を、風

しんの第５期の定期接種については、様式第九

風しんの第５期の予防接種予診票を、ロタウイ

ルス感染症の定期接種については様式第十ロタ

ウイルス感染症予防接種予診票を、それぞれ参

考にして予診票を作成すること。 

なお、予診票については、予防接種の種類によ

り異なる紙色のものを使用すること等により予

防接種の実施に際して混同を来さないよう配慮

すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）～（３）（略） 

 

１０（１）（略） 

（２） 

（中略） 

なお、被接種者が既婚者である場合は、この限

りではない。 



（３）～（６）（略） 

 

１１  

（中略） 

 なお、児童福祉施設等において、接種の機会ご

とに保護者の文書による同意を得ることが困難

であることが想定される場合には、当該施設等

において、保護者の包括的な同意文書を事前に

取得しておくことも差し支えなく、また、被接種

者が満 16歳以上である場合は、被接種者本人の

同意にて足りるものとする。 

（中略） 

 

１２ 

（１）（略） 

（２）被接種者及び保護者に対して、次に掲げる

事項を要請すること。 

ア （略） 

イ （略） 

ウ 被接種者又は保護者は、イの場合において、

被接種者が医師の診察を受けたときは、速やか

に当該予防接種を行った市町村の担当部局に連

絡すること。 

 

１３ Ａ類疾病の定期接種を集団接種で実施す

る際の注意事項 

（１）～（４）（略） 

（５）保護者の同伴要件 

集団接種については、原則、保護者の同伴が必

要であること。 

ただし、政令第１条の３第２項の規定による

対象者に対して行う予防接種、政令附則第２項

による日本脳炎の定期接種及びヒトパピローマ

ウイルス感染症の定期接種（いずれも 13歳以上

の者に接種する場合に限る。）において、あらか

じめ、接種することの保護者の同意を予診票上

（３）～（６）（略） 

 

１１  

（中略） 

 なお、児童福祉施設等において、接種の機会ご

とに保護者の文書による同意を得ることが困難

であることが想定される場合には、当該施設等

において、保護者の包括的な同意文書を事前に

取得しておくことも差し支えなく、また、被接種

者が既婚者である場合は、被接種者本人の同意

にて足りるものとする。 

（中略） 

 

１２ 

（１）（略） 

（２）被接種者及び保護者に対して、次に掲げる

事項を要請すること。 

ア （略） 

イ （略） 

ウ 被接種者又は保護者は、イの場合において、

被接種者が医師の診察を受けたときは、速やか

に当該予防接種を行った市町村（特別区を含む。

以下同じ。）の担当部局に連絡すること。 

 

１３ Ａ類疾病の定期接種を集団接種で実施す

る際の注意事項 

（１）～（４）（略） 

（５）保護者の同伴要件 

集団接種については、原則、保護者の同伴が必

要であること。 

ただし、政令第１条の３第２項の規定による

対象者に対して行う予防接種、政令附則第２項

による日本脳炎の定期接種及びヒトパピローマ

ウイルス感染症の定期接種（いずれも 13 歳以上

の者に接種する場合に限る。）において、あらか

じめ、接種することの保護者の同意を予診票上



の保護者自署欄にて確認できた者については、

保護者の同伴を要しないものとする。 

また、接種の実施に当たっては、被接種者本人

が予防接種不適当者又は予防接種要注意者か否

かを確認するために、予診票に記載されている

質問事項に対する回答内容に関する本人への問

診を通じ、診察等を実施した上で、必要に応じて

保護者に連絡するなどして接種への不適当要件

の事実関係等を確認するための予診に努めるこ

と。 

なお、被接種者が満 16歳以上である場合は、

この限りではない。 

（６）～（７）（略） 

 

１４～２４（略） 

 

第２ 各論 

１～６（略） 

 

７（１）～（２）（略） 

（３）キャッチアップ接種の実施に当たっては、

次のことに留意すること。 

ア 令和４年４月１日から令和７年３月 31

日までの３年間の期間中に実施し、平成９

年４月２日から平成 18 年４月１日までの

間に生まれた女子を対象者とすること。 

また、期間中に定期接種の対象から新た

に外れる世代（平成 18 年４月２日から平

成 19 年４月１日までの間に生まれた女子

及び平成 19年４月２日から平成 20年４月

１日までの間に生まれた女子）について

も、順次、対象者とすること。 

なお、過去に１回又は２回のワクチン接

種歴があり、長期にわたり接種を中断して

いた者についても、接種間隔にかかわら

ず、対象者とすること。その際、接種を初

の保護者自署欄にて確認できた者については、

保護者の同伴を要しないものとする。 

また、接種の実施に当たっては、被接種者本人

が予防接種不適当者又は予防接種要注意者か否

かを確認するために、予診票に記載されている

質問事項に対する回答内容に関する本人への問

診を通じ、診察等を実施した上で、必要に応じて

保護者に連絡するなどして接種への不適当要件

の事実関係等を確認するための予診に努めるこ

と。 

なお、被接種者が既婚者である場合は、この限

りではない。 

（６）～（７）（略） 

 

１４～２４（略） 

 

第２ 各論 

１～６（略） 

 

７（１）～（２）（略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



回からやり直すことなく、残りの回数の接

種（２、３回目又は３回目）を行うこと。 

イ  従来の定期接種の対象年齢を超えて接

種を実施するため、次に掲げるワクチンの

安全性、免疫原性及び有効性に関する事項

についても、十分な説明を行うこと。 

（ア） ヒトパピローマウイルス感染症の子

宮病変に対するワクチンの有効性は、概

ね 16 歳以下の接種で最も有効性が高い

ものの、20 歳頃の初回接種までは一定程

度の有効性が保たれること。さらに、性

交経験がない場合はそれ以上の年齢につ

いても一定程度の有効性があることが示

されていること。 

（イ） 従来の定期接種の対象年齢を超えて

接種を実施した場合においても、明らか

な安全性の懸念は示されていないこと。 

（４）ヒトパピローマウイルス感染症の予防接

種に、組換え沈降２価ヒトパピローマウイル

ス様粒子ワクチンを使用する場合には、13 歳

となる日の属する年度の初日から当該年度の

末日までの間を標準的な接種期間とし、標準

的な接種方法として、１月の間隔をおいて２

回行った後、１回目の注射から６月の間隔を

おいて１回行うこと。ただし、当該方法をとる

ことができない場合は、１月以上の間隔をお

いて２回行った後、１回目の注射から５月以

上、かつ２回目の注射から２月半以上の間隔

をおいて１回行うこと。 

  キャッチアップ接種においては、１回目の

注射から行う場合は、前段の方法により接種

を行うこと。２回目の注射から行い、当該方法

をとることができない場合は、１回目の注射

から１月以上の間隔をおいて２回目を行った

後、１回目の注射から５月以上、かつ２回目の

注射から２月半以上の間隔をおいて３回目を

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）ヒトパピローマウイルス感染症の予防接

種に、組換え沈降２価ヒトパピローマウイル

ス様粒子ワクチンを使用する場合には、13歳

となる日の属する年度の初日から当該年度の

末日までの間を標準的な接種期間とし、標準

的な接種方法として、１月の間隔をおいて２

回行った後、１回目の注射から６月の間隔を

おいて１回行うこと。ただし、当該方法をとる

ことができない場合は、１月以上の間隔をお

いて２回行った後、１回目の注射から５月以

上、かつ２回目の注射から２月半以上の間隔

をおいて１回行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 



行うこと。３回目の注射から行う場合は、上記

の間隔を全て満たすことを確認のうえ、可能

な限り速やかに行うこと。 

（５）ヒトパピローマウイルス感染症の予防接

種に、組換え沈降４価ヒトパピローマウイル

ス様粒子ワクチンを使用する場合には、13 歳

となる日の属する年度の初日から当該年度の

末日までの間を標準的な接種期間とし、標準

的な接種方法として、２月の間隔をおいて２

回行った後、１回目の注射から６月の間隔を

おいて１回行うこと。ただし、当該方法をとる

ことができない場合は、１月以上の間隔をお

いて２回行った後、２回目の注射から３月以

上の間隔をおいて１回行うこと。  

  キャッチアップ接種においては、１回目の

注射から行う場合は、前段の方法により接種

を行うこと。２回目の注射から行い、当該方法

をとることができない場合は、１回目の注射

から１月以上の間隔をおいて２回目を行った

後、２回目の注射から３月以上の間隔をおい

て３回目を行うこと。３回目の注射から行う

場合は、上記の間隔を全て満たすことを確認

のうえ、可能な限り速やかに行うこと。 

（６）組換え沈降２価ヒトパピローマウイルス

様粒子ワクチンと組換え沈降４価ヒトパピロ

ーマウイルス様粒子ワクチンの互換性に関す

る安全性、免疫原性及び有効性に関するデー

タは限定的であることから、同一の者には、原

則、過去に接種歴のあるワクチンと同一の種

類のワクチンを使用すること。 

  ただし、キャッチアップ接種において、過去

に接種したヒトパピローマウイルス様粒子ワ

クチンの種類が不明である場合、接種を実施

する医療機関の医師と被接種者とで十分に相

談した上で、接種するワクチンの種類を選択

すること。この場合、結果として、異なる種類

 

 

 

（４）ヒトパピローマウイルス感染症の予防接

種に、組換え沈降４価ヒトパピローマウイル

ス様粒子ワクチンを使用する場合には、13歳

となる日の属する年度の初日から当該年度の

末日までの間を標準的な接種期間とし、標準

的な接種方法として、２月の間隔をおいて２

回行った後、１回目の注射から６月の間隔を

おいて１回行うこと。ただし、当該方法をとる

ことができない場合は、１月以上の間隔をお

いて２回行った後、２回目の注射から３月以

上の間隔をおいて１回行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（５）組換え沈降２価ヒトパピローマウイルス

様粒子ワクチンと組換え沈降４価ヒトパピロ

ーマウイルス様粒子ワクチンの互換性に関す

る安全性、免疫原性及び有効性に関するデー

タはないことから、同一の者には、同一のワク

チンを使用すること。 

 

 

 

 

 

 

 



のワクチンが接種される可能性があるため、

ワクチンの互換性に関する安全性、免疫原性

及び有効性についても、十分な説明を行うこ

と。さらに、過去に接種したワクチンの種類が

不明である旨が予診票に記載されていること

を確認すること。 

（７）（略） 

（８）（略） 

（９）（略） 

（10）（略） 

 

８～１２（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）（略） 

（７）（略） 

（８）（略） 

（９）（略） 

 

８～１２（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第一 ～ 様式第二 （略） 

 

 

様式第一 ～ 様式第二 （略） 

 

 



 

 

以下（略） 

 

様式第五 ～ 様式第十 （略） 

 

 

以下（略） 

 

様式第五 ～ 様式第十 （略） 

 


